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問題の所在
　「内部統制の評価」と題する課題はこれまで多く議論されてきており，
いまさらなにを論じようとするのかと疑問が持たれる程である。なぜな
ら，会社法（平成17年 7 月制定，同18年 5 月 1 日施行）での俗に内部統制条項
といわれる業務の適正を確保するための体制の運用，そして改正金融商品
取引法（平成19年 5 月改正）での平成20年 4 月 1 日より開始した事業年度か
ら適用の内部統制報告書に対する公認会計士または監査法人による内部統
制報告書監査制度，そしてこの内部統制を行政的に裏付ける企業会審議会
「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内
部統制の評価及び監査に関する実施基準」（平成23年 3 月30日改訂，以下では
たんに「内部統制基準」という）の制定により，内部統制の評価の語は社会
に広く周知されるにいたっているからである。
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　しかしながら，ここであえて内部統制の評価を論題とし，そしてこれを
検討しようとするのは，この数年にわたる公認会計士または監査法人によ
る内部統制監査の実施とこれへの企業，特に内部監査の対応において，内
部統制の形骸化がささやかれ始めており，このような状況の推移でよいの
だろうかと疑問を持つようになったからである。
　公認会計士または監査法人による内部統制監査では，その数年にわたる
経験から監査要点をはじめとする監査手続が定型化し，これへの経営者，
とりわけ内部監査人の対応も常規化するきらいがあるといわれる。本来，
企業における内部統制は企業活動の実体の変化に即しそれに適応するよう
に柔軟に適応すべき性格のものであり，適応型システム（adaptive sys-
tem）である。にもかかわらず，財務諸表の表示が法令に基づいているこ
とから，この作成のための内部統制が定型化し固定化するという傾向があ
り，このために内部統制監査への企業の対応が常規化し，内部統制が形骸
化しているとの主張がでてくるのであろう。
　法令に基づく内部統制監査の制度化は，その影響が非常に大きく，効果
が大であった。経済社会一般の内部統制に対する関心の増大そしてその知
識の普及は，第 2 次大戦の敗戦後から今日までの変化を見てもまさに劇的
といえる程にたかまったといえる。行政効果に驚くばかりである。しかし
ながら，形骸化の風評が聞かれるようになっているということは企業にお
ける健全な内部統制実務の発展の視点からも軽視することは出来ない。
　このような問題意識は，我が国においてのみでなく，また筆者によって
のみでなく，監査先進国の USA においても同じような検討が行われてい
ることが知られる。この検討というのは，PCAOB（公開会社会計監視委員会）
がその年次検査の対象となる監査法人に対して実施した2006年以降1）2013
1 ）　PCAOB, Statement Regarding The Public Company Accounting Over-
sight Board’s Approach to Inspections of Internal Control Audits in the 
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年までに公表された資料2）の中に見ることが出来る。
Ⅰ　USA における内部統制監査
　PCAOB の検査スタッフ（inspection staff）は，これまでの 3 年間にわた
り，内部統制監査における多数の監査上の欠陥を見てきたという。
　PCAOB の報告書3）では，「2010年財務報告に係る内部統制の欠陥につ
いて国内年次検査対象法人の検査結果」（以下では「統合検査報告書」（ge­
neral inspection report）という）の対象となる統合的監査業務を実施した
309法人のうち46法人（15%）が，監査報告書の公表時に，検査スタッフが
摘出した監査上の欠陥により，監査法人が内部統制の有効性について意見
を形成する基礎として十分にして適切な証拠の入手に欠けることになるこ
とが明らかになったとしている。また，同時に同報告書では，さらに，対
象法人のうちの50法人（16%）の監査業務で，内部統制に関する意見形成
の失敗を示す重要事項の記載をしていないという内部統制監査の別の欠陥
が見出されたとしている。また，次年度の監査においても，監査上の類似
の水準の欠陥が同じように続いて見られたとしている4）。
　「統合検査報告書」で注目していることは，検査を受けた309統合監査業
務の中の15% にあたる46監査業務中，85% の39監査業務で，内部統制に
関する意見形成の基礎として監査法人が十分かつ適切な証拠を入手してい
2006 Inspection Cycle, PCAOB Release No. 104-2006-105, May 1, 2006.
2 ）　PCAOB, Staff Audit Practice Alert No. 11, Consideration for Audits of 
Internal Control over Financial Reporting, Oct. 24, 2013.
3 ）　PCAOB, Observations from 2010 Inspections of Domestic Annually In-
spected Firms Regarding Deficiencies in Audits of Internal Control Over 
Financial Reporting (“the general inspection report”), Dec 10, 2012.
4 ）　PCAOB, Staff Audit Practice Alert No. 11, op. cit., pp. 4-5.
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なかったことを検査スタッフが見出したことだとしている。
　USA においては，財務報告に関する内部統制監査における監査人の目
標は，会社の財務報告に係る内部統制の有効性について意見を表明するこ
とにある。したがって，内部統制報告書の適正性について意見を表明する
我が国の内部統制監査とは異なる。SEC ルールのもとでは，会社の内部
統制に重要な弱点があるときに内部統制は有効であるとは考えられていな
い。PCAOB 監査基準 No. 5 「財務諸表の監査と統合される財務報告に係
る内部統制の監査」のもとでも，監査人は，マネジメントの主張が行われ
ている日（一般に会社の年次財務諸表日）現在における状態として重要な弱
点が存在するかどうかについて，合理的証拠を入手するための監査を計画
し実施しなければならないとされている。我が国の内部統制報告書の適正
性監査においても，内部統制が有効であると内部統制報告書で記載されて
いる場合にあっては，公認会計士または監査法人は当該企業の内部統制が
有効であることを自己の判断の結果として確信を持たなければないことは
いうまでもない。
　PCAOB 監査基準では，財務報告に係るインターナル・コントロール5）
の全般的リスクへの理解とあわせ財務諸表のレベルでの監査をスタートす
ることとされている。それから重要な勘定，ディスクロージャー，そして
関連する主張に関する企業全般レベルのインターナル・コントロールとそ
の運用に焦点を向けてゆくこととされる。
　ここでのあり方は，
5 ）　PCAOB監査基準の内容をより正しく示すために，ここでは internal con-
trolに関し内部統制の語をあてないであえてインターナル・コントロールと
表現している。これは，我が国で慣用している内部統制はインターナル・コ
ントロールと意味する内容が同じでないとの理解に基づいている。この相違
については後述の論旨の展開で簡単に触れている。
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　①　財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクの有無の理解，および評価
　② 　その評価されたリスクに基づいて重要な企業全般レベルのコント
ロールズおよび財務諸表で重視される勘定項目，およびディスクロー
ジャーに関する重要なコントロールズのテスティング
　③ 　コントロールズについて識別された欠陥が重要な弱点であるとする
かどうかの評価
の各ステップからなる。
　インターナル・コントロールのテスティングおよび評価における監査手
続の欠如は，監査人が重要な虚偽表示を見逃すリスクを高めることにな
る。企業のインターナル・コントロールの有効性に関する監査人の評価は，
実証的テスティングのレベルのいかんに依存するからである。
　この報告内容（Observation from 2010）は，PCAOB によって2010年に行
われた 8 法人による財務報告に係る内部統制監査の欠陥の内容および発生
頻度についての情報である。けれども，本稿で論じたいのは，内部統制監
査の監査手続やアプローチ，財務諸表の適正性についての意見の形成およ
び表明との関係ではなく，むしろ，その基礎である内部統制をどのように
理解しているかについてである。いまや監査も国際的な視点で理解しなけ
ればならなくなってきている。「内部統制」そのものに国際的に共通する
理解がなくては，監査先進国との乖離は一向に埋まらず，しかも監査行為
は対象会社の業務実施に関する判断規準の当否の評価にかかわるだけに，
ことは監査や会計の分野にとどまらず，極論すれば，企業行動のワールド
ワイドな拡張にも影響することになる。したがって，内部統制に関し監査
先進国をはじめとする諸外国に対し我が国の特殊性を説明する段階にとど
まることは許容されないことになる。
　我が国では，金融商品取引法の運用について金融庁がその運用ルールを
定め，従来の財務諸表の適正性監査とあわせ経営者の作成する内部統制報
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告書の適正性監査を行うようにされていることは周知のところである。こ
のような運用ルールは，PCAOB 監査基準では内部統制運用の有効性につ
いて意見を表明するとされている違いがあるものの，監査人の監査意見と
して実質的に大きな違いがあるとは考えられない。
　PCAOB の2010年統合検査報告書において，内部統制に関し監査法人が
実施した監査について重要な欠陥が検出されたとし，しかも最近の公表物
においてもなお引用され続けている事項として次のものがある。
「・ 重要な虚偽表示に向けたコントロールズを識別し，十分にテストする
ことの欠如
　・ オペレイションの結果をモニターするために用いられるマネジメン
ト・レビュー・コントロールズの設計および運用の有効性を十分にテ
ストすることの欠如
　・ コントロールズのテストを期中に実施した日からその結果を年度末ま
で（the roll-forward period）延長するための十分な証拠を入手するこ
との欠如
　・ 重要なコントロールズの基礎となるシステムをつうじ作成されるデー
タやリポート（system- generated data and reports）に対するコント
ロールズを十分にテストすることの欠如
　・他の業務の利用に関する手続を十分に実施することの欠如
　・識別されたコントロールの欠陥を十分に評価することの欠如」6）
　PCAOB が，監査法人の実施した内部統制監査について重要な欠陥とし
てあげているこれらの事項は，「他の業務の利用」について実施した手続
の不十分さと「コントロールの欠陥」の評価に関する事項以外はすべてコ
ントロールズのテストに関連する。「コントロールズ」の語は USA では
6 ）　PCAOB, Staff Audit Practice Alert No. 11, op. cit., p. 6.
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これまで多くの場合手段を志向して用いられることが多いから，内部統制
の過程に関しての欠陥が注目されていることが知られる。
　しかも，最近の監査上の欠陥に照らして，監査基準第 5 号その他の
PCAOB 基準における要請への適用に関連し，内部統制監査の特定の問題
について検討している「実施上の留意事項」（Practice Alert）で，次のよ
うなことをとりあげていることにも注目する必要がある。
「・ リスク評価とインターナル・コントロールの監査。この留意事項では，
PCAOB の基準で定められているリスク評価のプロセスが，インター
ナル・コントロール監査の特定の問題にどのように関連しているかを
検討している。それは，また，インターナル・コントロールを理解す
るための手続と監査基準第 5 号の目標，とりわけ，虚偽記載の源泉で
はないかとされる事項の理解，重要な勘定や開示の構成要因について
のリスクの評価，複数の事業拠点におけるテスト範囲の決定にあたっ
てのリスクへの考慮における問題などとの調整にもかかわる。
　・ テストするコントロールズの選択。この留意事項では，テストすべき
コントロールズを選択するにあたっての要件，およびテストすべきコ
ントロールズ（まれにコントロールズの運用を含む）の適切な選択を行う
にあたって配慮すべきことを検討している。
　・ マネジメント・レビュー・コントロールズのテスト。この留意事項で
は，マネジメント・レビュー・コントロールズおよびこのコントロー
ルズをテストするにあたっての PCAOB 基準での要請を扱っている。
　（※マネジメント・レビュー・コントロールズは，すでに PCAOB の統合報告書
において用いられている用語である。この「実施上の留意事項」では，「監査人は，
しばしば，内部統制の監査においてマネジメント・レビュー・コントロールズを選
択し，テストする。このようなマネジメント・レビューは，例えば，⑴予測された
収益または予算での費用と実際の結果との月次比較，⑵売上総利益率や売上費用率
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のような他の測定規準との比較，⑶四半期貸借対照表のレビューのように，業務の
結果をモニターするために実施されることがある。これらのレビューは，典型的に
は，記録されている財務諸表の金額と期待される金額とを比較し，期待からの重要
な差異を調査することからなる。（…中略…）他のタイプのコントロールズと同じ
ように，監査人は，マネジメント・レビュー・コントロールがどのように設計され，
虚偽表示の防止または発見のために運用されているかについて証拠を入手する手続
を実施すベきである。」としている。）7）
　・ システムをつうじて作成されたデータおよびリポートを含む情報技術
（IT）の考慮。この留意事項は，システムをつうじ作成されたデータ
およびリポートの利用，IT におけるゼネラル・コントロールズの評
価を含むコントロールズのテストなど，インターナル・コントロール
の監査における IT への考慮に関し PCAOB 基準での要請を明らかに
している。
　・ 期中にテストしたコントロールズのロール-フォワード。この留意事
項では，期中のテスト結果を期末日まで延長するために必要なロール
-フォワードの手続を含む，インターナル・コントロール監査の期中
日においてコントロールズがテストされたときにおける監査人の責任
を討議している。
　・ 他の業務の利用。この留意事項では，他の業務を利用することが適切
である場合，業務の利用範囲決定の方法，他の業務利用の重要性に関
する PCAOB 基準での要請を検討している。
　・ 識別されたコントロールの欠陥の評価。この留意事項では，コント
ロールの欠陥を評価する監査人の責任，補正的コントロールズの重要
性の強調，専門職業的監査人としての懐疑主義と慎重な分析を検討し
7 ）　PCAOB, ibid., pp. 19-20.
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ている。」8）
Ⅱ　内部統制評価の重点はなぜプロセスか
　これら PCAOB の「統合報告書」「監査実施上の留意事項」では，内部
統制の欠陥を指摘するにあたって，「他の業務の利用」と「コントロール
の欠陥の評価」に関する事項を除き，コントロールズとして内部統制のプ
ロセスを重視している。
　内部統制の欠陥を識別し指摘するにあたって，内部統制のプロセスの整
備・運用状況と目標の達成程度とのいずれをより重視すべきであろうか。
　内部統制を評価するアプローチとして，ⓐ 設計されている状況が目標
を達成するように仕組まれているかに注目する「サーベイ・アプローチ
survey approach」（これまで筆者は「調査接近法」と訳出してきた），ⓑ 設計
されたシステムがその設計において意図されていたように運用されている
かに注目するアプローチ，ⓒ システムの運用をつうじ達成された結果の
いかんによりシステムの評価をするアプローチ end-result approach（こ
れを筆者は「最終結果法」と訳出してきた）とがあげられる。これらのアプ
ローチは，情報システムの監査において around the computer approach
と through the computer approach とされているアプローチの説明に近
い。
　コンピュータ化の程度が高くコンピュータに基づいて処理されていると
いわれる内部統制システムでは調査接近法が，他方，ほとんど手作業によ
るといわれるシステムで，しかもシステム化の程度が高くなく担当者の行
動に行動目標の達成度合いが左右されている人為的システムでは最終結果
法が重視されるといってよい。この最終評価法では，最終結果の評価を行
8 ）　PCAOB, ibid., pp. 6-7.
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い，目標の達成にいたらなかった原因をシステムのプロセスにさかのぼっ
て追究し，システムの評価を行うことで，システム評価をベースにしない
監査の方法をとる場合とは異なる。いずれにせよ，これら三者のアプロー
チは相互に補完されて適用されるべきことはいうまでもない。
　内部統制の評価にあたって，監査人は，システムの評価をベースにすべ
きものである。結論を急いで，内部統制に関する公表意見を先ず見ること
にしたい。
　COSO は，「内部統制とは，取締役会，マネジメント，その他の役職員
によって遂行され，業務の実施，報告，法令等への遵守に関連する目標の
達成に関し合理的保証を提供するように設計されるプロセスである。」9）と
定義し，内部統制をプロセスとする。したがって，内部統制の評価ではプ
ロセスの評価こそが重要であるとされるであろう。
　この COSO の定義では，「インターナル・コントロールとは……」と始
めているが，この用語，さらには概念としての確実さに疑問を抱いてい
る。かつて外部監査と内部監査との底流にある監査の基本的理解に接近し
ようとした先駆者であるプルーベ = ヒートン等は，コントロールに対す
るコントロールズの特徴を吟味し，コントロールに対するコントロールズ
の手段性を強調した10）。また，ドラッカーもコントロールズとコントロー
ルとを 4 つの視点から比較し，コントロールズは手段に関連しコントロー
ルは結果に関係するとし，しかもコントロールズの類似語は測定と情報で
9 ）　Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission 
(COSO), Internal Control-Integrated Framework, Framework and Ap-
pendices, May 2013, p. 1.
10）　S. W. Peloubet and H. Heaton, Integrated Auditing, 1958, pp. 112-118，
拙稿「インターナル・コントロールズの性格」専修商学論集　第12号，昭和
46年12月，29-48頁参照。
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あるともした11）。COSO の内部統制の定義では，「インターナル・コント
ロールズとは」あるいは「インターナル・コントロール・システムとは」
の語を使用すべきでなかったかと考える。その意味では，PCAOB の「監
査実施上の留意事項」での表現の方がより厳密ではないかと考える。
　また，我が国の企業会計審議会は「内部統制とは，基本的に，業務有効
性及び効率性，財務報告の信頼性，事業活動にかかわる法令等の遵守並び
に資産の保全の 4 つの目的が達成されているとの合理的な保証を得るため
に，業務に組み込まれ，組織内のすべての者によって遂行されるプロセス
をいい，統制環境，リスク評価と対応，統制活動，情報と伝達，モニタリ
ング（監視活動）及び IT（情報技術）への対応の 6 つの基本的要素から構成
される。」12）と内部統制を定義する。COSO と同様にいずれもプロセスで
あるとしている点は共通する。内部統制の語をどのように解するかについ
てはこれまでの公表意見でも分かれており，混乱している。この定義の趣
旨からすれば，「内部統制組織」あるいは「内部統制システム」の語を用
いた方が実体をより正しく反映するのでなかったかと考える。また，企業
会計審議会の定義では，「プロセス」のほかに「基本的要素」の語があげ
られているが，ここで示されている基本的要素の各々は，プロセスの体系
化にあたって配慮することが望まれる事項のように解した方がよいのでは
なかったか。内部統制の本源的な理解をプロセスにおき，いかにこのプロ
セスを効果的な目標の達成に向けてデザインするかが，内部統制の認識に
とって重要であると理解しているからである。
11）　Peter F. Drucker, “Controls, Control and Management”, Management 
Controls New Directions in Business Research, 1964, pp. 286-296，拙稿，
上掲稿，43頁。
12）　企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財
務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意
見書）」平成23年 3 月30日改訂， 2 頁。
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　内部統制をこのようにプロセスと解するのは，内部統制の原始的機能と
して会計管理（accounting control）が存在するとの本質的理解に基づいて
いる。会計管理はアカウンタビリティのチャージとディスチャージとをつ
うじ会計記録の信頼性と財産の保全とを確保することを目標とした機能と
理解されてきた。アカウンタビリティは，受託者が委託者に対しその委託
の意図を満足するように受託者としての義務を果たしたことを必要にして
十分な証拠に基づいて説明する義務である。このために，例えば，現金の
出納保管を委託された金銭出納係は，先ず初めに，現金の受領が正当な理
由に基づくことの基礎資料とともに当該貨幣等価物の授受を正しく行い，
その授受の原始証憑とともに金銭出納帳に正しく記帳され，受託の意図を
満足する範囲での支出が求められない限り金銭出納帳残高の金額の現金を
保存し続けることが求められる。また，受託の意図を満足することが正当
な手続により承認された支出を求められたときにのみ金銭出納係は現金の
支出をすることが出来る。支出の額は正当な理由による支出であることを
確認し，また現金を受領したことなどを立証する原始証憑を保存し，金銭
出納帳には原始証憑と一致する記録を行う。このようにして金銭出納係は
金銭出納帳への記録の正当性を説明出来，金銭出納帳の残高が現金の有り
高と一致するときに自らの受託責任は解除される。このような金銭取扱い
をめぐる事務作業の流れをつうじ，金銭出納帳の信頼性と現金の不正・誤
謬からの保護とを達成する機能が現金の出納をめぐる原始的会計管理の機
能である。
　このような事務作業の流れの適用は単に現金のみに限定されない。貸借
対照表に記載の全勘定科目に適用される。そして，例えば，貨幣等価物の
受け入れ理由の相当部分が売上高を構成し（投資のために特別に多額の資金
調達を投資活動・財務活動をつうじ行う場合を除き），また売掛金の借方記帳原
因の多くが一般的には掛売上高であるように（例外の業種を除き），貸借対
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照表勘定の増減事由と損益計算書勘定とは不可分であることから，財務諸
表記載の全勘定科目に事務作業の流れに関する原始的会計管理機能の適用
は拡張される。しかも，会計帳簿への記録が歴史的金額のみでなく標準原
価が記録されるようになると実際原価と標準原価との差額について説明を
求められ，原始的会計管理の機能は正確性のみでなく能率性についてまで
拡張された。
　この頃から，会計管理から内部統制への概念の拡張が主張され始めた。
そこでは達成すべき目標が重視され事務作業の流れへの理解が目標の達成
への背後に押しやられるように看られた。事務作業の流れについては，内
部監査の補完を受けての内部牽制が内部統制のすべてであるように理解さ
れる傾向もあった。これは AAA による ASOBAT13）の公表以降，会計学
の一般的な展開方向に沿って管理会計の研究が意思決定への情報提供を，
しかも，学際的領域との関係を重視するにしたがって一層強まっていった
といってよいであろう。
　しかしながら，この事務作業の流れ，すなわち権限の授与と承認のプロ
セスを含むフローがより確実であればある程目標の達成度合いが高く，フ
ローの目標達成への信頼度が高くなることにも注目する必要がある。現在
広く普及されている COSO では，この信頼度をより高くするために構成
要素 component があり，これに関連した2013年版での諸原則 principles
がある。筆者はこのように component を内部統制に位置付けている。事
務作業の流れ，すなわちフローは目標の達成に向けてのプロセスであり，
またシステムといってよい。目標達成への手段を志向するとしてコント
ロールズ controls といわれてきた。
　内部統制の目標達成への信頼性を評価するにあたって，目標達成度の直
13）　America Accounting Association, A Statement of Basic Accounting 
Theory, 1966.
340
接的な評価には判断の主観性は避けられず，そこには恣意性が介入する可
能性が高い。したがって，内部統制の目標達成プロセスに着目し，その手
続体系の目標達成への連関度が高い手続体系の要素 element とコミュニ
ケーション・チャネル（システム分析にあたり「目標」「要素」それらの「コ
ミュニケーション・チャネル」の識別を重視することが多い。システムを構成する
「要素」と「コミュニケーション・チャネル」と同じような関係にあると理解して
よい）について，内部統制の目標を達成するように組み立てられているか
どうかを証拠に基づいて評価することの方が，評価に主観性の存在を全く
排除することは困難であるにしても，判断の結果をより客観的にすること
になり得るであろう。
Ⅲ　我が国の「内部統制報告書」に見る内部統制への理解
　内部統制の評価についてどのような理解が企業において一般にとられて
いるのかを把握するために，経営者による内部統制の評価結果について開
示が求められている内部統制報告書での記載内容を見ることにしたい。 3
月末決算で直近の年度である平成25年 4 月から平成26年 3 月末までに提出
された内部統制報告書によれば，「開示すべき重要な不備」があったとの
記載があるものはインターネットでの調べによれば21社であった。次に，
この21社（本稿の執筆にあたって内容の不明確さから引用を躊躇した報告書を除
く）の内部統制報告書について，記載の会社がとっているのではないかと
推察される内部統制の理解を得る視点から注目される個所を転記し，上述
の内部統制評価の視点に基づいて転記個所に関しての所見を述べてゆくこ
とにしたい。
　A 社：「内部統制は，内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき，一
体となって機能することで，その目的を合理的な範囲で達成しようとする
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（…中略…）。このため，財務報告に係る内部統制により，財務報告の虚偽
の記載を完全に防止または発見することが出来ない可能性があります。」
（財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項）
　「下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は，財務報告に重要な
影響を及ぼす可能性が高く，開示すべき重要な不備に該当すると判断いた
しました。したがって，当連結会計年度末日において，当社グループの財
務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。（…中略…）
　・ 開示書類作成に必要な数値の集計誤りや各種資料の整備の不備が多数
指摘されました。
　・ 主として経理部門の人員不足により，監査における開示書類のチェッ
クにおいて，多数の指摘が発生いたしました。
　当社は，外部の専門家に依頼することで決算書類を適切に遂行する体制
は整えておりましたが，上記監査人の指摘が当連結会計年度末日までに是
正されなかったこと，かつ，これらが財務報告に与える重要性が高いもの
と判断し，「開示すべき重要な不備」と判断しました。（…以下略…）」（評
価結果に関する事項）
　内部統制が有効でないと判断した事由として，数値の集計誤り，資料の
整理保存内容の不十分さ，開示書類のチェック不備に関する多数の指摘を
あげている。これらの記載事実は，内部統制の財務記録の信頼性を損なっ
ている事象であり，結果であって，プロセスではない。内部統制評価の視
点をプロセスとする限り，これらの記載事実は内部統制の不備を正しく指
摘しているとはいえない。
　B 社：「評価結果に関する事項」において，「下記に記載した財務報告に
係る内部統制の不備は，財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性が高く，開
示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。従って，当事業年度
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末時点において，当社の財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いた
しました。」とある。そして，「記」として　
「 1 　一部の関係会社における関連当事者への出金処理において，必要な
証憑書類等の入手が徹底されておらず，また，承認プロセスについても不
十分であり，当該事項が財務報告に重要な影響及ぼす可能性があると判断
いたしました。　　
　 2 　関連当事者に該当する範囲について，情報の収集不足を監査法人よ
り指摘されました。これにつきましては期末日後に関連当事者より必要資
料の受入を実施し，すべて修正を完了いたしました。（…以下略…）」があ
げられている。
　必要な証憑書類の不徹底な入手，不十分な承認プロセス，関連当事者に
関する情報の収集不足を重要な不備として記載する理由としている。ここ
では，プロセスに関連する指摘があるものの，どのようなプロセスのゆえ
に必要な証憑書類が入手されないのか，どのような承認プロセスが欠ける
ことで事務処理の結果が信頼性を低くするというのかについての記載はな
い。証憑書類や情報の入手不足をもあげ，内部統制が有効でないとする筋
道は分かるけれども，それは財務諸表の適正性監査の論理で，内部統制が
有効でないとする意見の形成論理ではない。必要十分な監査証拠資料を入
手するために内部統制が不備であるとするならば，監査範囲の限定意見
が，財務諸表の適正性監査で表明されることが必要でないだろうか。内部
統制の評価では，必要十分な基礎資料がどのような事情で得られなかった
のか，そのプロセスを示す必要があると考える。
　C 社：財務報告に係る内部統制が有効でないと判断した事由として，連
結子会社における次のような内部統制の不備をあげている。
「・ 信頼性のある財務報告の作成に必要な体制に関する認識が不十分で
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あった結果，適切な経理・決算業務のために必要かつ十分な専門知識
を有した社内の人材が不足していること。
　・ 決算作業に遅延が生じ，決算処理及び連結財務諸表等の表示に関して
社内のチェックが不十分であったため，監査人から重要な指摘を受け
たこと。」（「評価結果に関する事項」）
　手続フローの正しい遂行が可能な資質を有する人材の不足は内部統制の
重要な要素に欠けるといえる。けれども，この不足は内部統制の対象業務
やそれに対する内部統制手続遵守の難易度と相対的であって，人材の不足
が直接に内部統制の不備に論理的に結びつくものではない。記載のよう
に，財務会計処理基準に精通している人材の不足による側面が「適切な経
理・決算業務」のネックになっているのではないか。内部統制システムの
前提としての統制環境に関する問題といってよい。また社内のチェックに
しても，どのようなポイントでのチェックが不十分というのか，内容が明
瞭に示されていないといえる。
　D 社：D 社それ自体とその連結子会社の内部統制が有効でないとする
理由を次のように記載している。「当社の連結子会社である××社（※本
稿では記載会社の実名を避けるため以下同じ表示をする）において，同社代表
取締役社長の違法行為が発覚し，同社は，すでに大幅な債務超過にあると
ころ，負債額がさらに膨らむ可能性が高くなったことから，破産手続きの
申立および決定に至りました。
　本件は，当社グループにて整備・構築されていた印章管理および資産管
理の統制が，××社において適切に運用されていなかったことによるもの
であり，さらに，当社の××に対するモニタリングに関する全社的な内部
統制に不備があったことにより発生したものです。」（「評価結果に関する事
項」）
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　ここでは，子会社での印章管理および資産管理の諸手続が遵守されてい
なかったこと，親会社の子会社に対するモニタリングに欠点があったこと
が記載されている。印象管理および資産管理にどのように重要な欠陥が
あって内部統制が有効でないとするのか明瞭性に欠けるけれども，いずれ
も一応はプロセスに焦点を当てている。
　E 社：内部統制が有効でないと判断した理由について，
「・ 信頼性のある財務報告の作成に必要な体制に関する認識が不十分で
あった結果，適切な経理・決算業務のために必要かつ十分な専門知識
を有した社内の人材が不足していること。
　・ 決算業務に遅延が生じ，決算処理及び連財務諸表等の表示に関して社
内のチェックが不十分であった為，監査人から重要な指摘受けたこ
と。」（評価結果に関する事項）と記載されている。
　C 社と類似した記載になっている。同じ企業集団の構成会社であるの
か，あるいは同じ監査法人による内部統制監査においての指導を受けての
ことであろうか。この記載に対する所見は C 社の記載に対するのと同じ
なので，所見の記載を省略する。
　F 社：先ず，第三者委員会の調査により「棚卸資産の過大計上または過
少計上を行っていたことが判明しました。」また「不適切な会計処理以外
にも当社の調査により誤謬等による複数の訂正が必要であることが判明し
ました。」とされ，このために複数年度の有価証券報告書および四半期報
告書の訂正報告書を遅延して提出することになったという。そして「こう
した事態を防ぐことが出来なかった全社的な内部統制及び決算・財務報告
プロセスに係る内部統制の不備は，当社の財務報告に重要な影響を及ぼし
ており，開示すべき重要な不備に該当すると判断しました。」（評価結果に
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関する事項）とされている。
　棚卸資産の過大・過小計上，複数の訂正，訂正報告書を遅延しての提出
という事実を記載しているのみで，どのような内部統制の不備がなぜこの
ような事実にいたったのかについての記載はない。内部統制の不備に関し
て分かりづらい記載内容になっている。
　G 社：証券取引等監視委員会から株式の名義人と実質的な株式所有者の
齟齬が存在する可能性がある旨の指摘を受け，「これらは，コンプライア
ンスの不徹底により，決算・財務報告プロセスにおける内部統制が有効に
機能していなかったことによるものと認識し（…以下略…）」，これが開示
すべき重要な不備に該当すると判断したとされている。（評価結果に関する
事項）
　有価証券報告書で不適切な事実が記載されている事情は見当がつくけれ
ども，コンプライアンスを目的とした内部統制プロセスがどのような事情
で不備であるとされたのかの説明がない。内部統制の不備に関する記載内
容が明らかとはいえない。
　H 社：子会社化した××社の売上高・売掛金・売上原価・買掛金を確
定する証憑類に不足が生じていたことから，それらを確かめる必要が生
じ，確かめる過程で当該××社が実質的に支配している一取引先に多額の
未回収残高があること，また××社の子会社化にあたり当社が提出を受け
た財務諸表等に虚偽記載があり，実質的に支配している一取引先との間で
不適切な会計処理を行っていたことが判明した。この不適切な会計処理を
修正したことにより，平成25年 6 月第 2 四半期報告書について，関係会社
投資損失を示す訂正報告書を提出した。これは××社において「コンプラ
イアンスの徹底が不十分であり全社的な内部統制が未整備であったこと及
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び同社の業務プロセスに係る内部統制が未整備であったことに加え，当社
において連結子会社のモニタリングに関する全社的な内部統制に不備が
あったことにより発生した」と認識して開示すべき重要な不備に該当する
と判断したとされる。（評価結果に関する事項）
　子会社××社の売上高・売掛金・買掛金・売上原価を確定するに必要な
証憑書類が不十分であり，しかも同子会社の実質的支配会社に多額の未回
収残高あること，しかも H 社が××社の子会社化にあたって提出を受け
た財務諸表の虚偽記載を把握していなかったことの原因として，当該子会
社のみならず親会社による監督について全社的な内部統制の不備としても
記載している。しかしながら，××社の全社的な内部統制，業務プロセス
に係る内部統制，連結子会社に対するモニタリングに関する内部統制にど
のような未整備があって記載のような結果になったのか，そのプロセスに
ついてはこの内部統制報告書には記載されていない。
　当該子会社の親会社の財務諸表に対する重要性がどの程度であるのかは
明らかでないが，「独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書」で
は，連結財務諸表および内部統制報告書の監査について，担当の監査法人
が「当監査法人は，意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。」とされている。意見の形成に関する問題は本稿の
意図するところではないので他日を期したい。
　I 社：子会社の××社において I 社取締役が関与した不明瞭な資金の流
れについての記載がある。これによれば，調査の結果として××社の資金
が「取引のある会社を経由し，さらに同取締役の個人口座を経由して当社
の滞留売掛金への入金，また未承認の経費等の支払いや個人的な貸し付け
に充当されていた事実が判明しました。当該事項について，かかる行為を
防止することができず，また発覚が遅れたのは，同取締役に権限や情報が
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集中していたことやコンプライアンス意識に問題があったこと，業務執行
を相互に監督すべき機能が十分でなかったためであります。
　さらに，同取締役が関与した国内の直送卸取引においても，他社への資
金融資を目的とした納期等の点において通常とは異なる直送卸取引がなさ
れており，結果的に当連結会計年度において実在性のある直送卸取引がな
されていないことが判明いたしました。当該取引を防止することが出来
ず，また発覚が遅れたのは，同取締役の決裁権限の範囲内であり，売買基
本契約書及び受発注に係る証憑は整っており，現物の発送についての事実
を証明する証憑の確認を実施していなかったこと，業務執行を相互に監督
すべき機能が十分でなかったためであります。」とされる。このことから
業務プロセスについて開示すべき重要な不備があったと判断される。（評
価結果に関する事項）
　これは，取引会社との取引，当社取締役の個人口座を経由した子会社×
×社の資金の不正な流出，通常とは異なる直送卸取引による連結財務諸表
の虚偽記載の事実があり，これらは特定の取締役に権限と情報が集中し，
「相互に監督すべき機能が十分でなかった」ことによるものとの記載であ
る。この記載は内部統制のプロセスに注目しているもののプロセスの結果
の記載に重点があり，業務プロセスのいずれに不備があって監督すべき機
能が十分に果たされなくなったのか記載が十分でなく，したがって分かり
づらい記載になっている。むしろＩ社および子会社××社のガバナンス・
リスクが内部統制によって対応されていなかったことを簡潔に記載すれば
よかった。
　J 社：過年度の財務報告について以下の問題点から，有価証券報告書お
よび四半期報告書の訂正報告書を提出したという。
「⑴　固定資産の減損会計の適用に不十分な点があった。
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　⑵ 　関係会社株式及び販売目的ソフトウエアの評価にあたり，将来計画
の見積りの十分な精査が行われていなかった。
　⑶　関連当事者との取引の開示について不十分な点があった。」
以上から決算財務報告プロセスおよび業務プロセスに関する内部統制に開
示すべき重要な不備があったとされる。（評価結果に関する事項）
　この記載は，会計処理基準とその適用結果の記載であって，率直にいっ
て内部統制に関する記載ではない。会計処理基準を正しく遵守するように
事務作業の流れ（手続）を規制する内部統制が不備であったときには，こ
こに記載のような事実が生じてくる，しかしながら，ここに示されている
記載内容ではそのような理解への推察を求めることは困難であろう。
　K 社：多額の投融資について取締役会への事前承認手続ないし報告が財
務経理部門から適切に行われなかった事案が判明したという。これは「海
外事業統括部門及び財務経理部門によるモニタリングが必ずしも適切に行
われていなかったこと，取締役会への事前承認手続きないし報告が適切に
行われなかったこと，それらに対して取締役会による牽制機能が十分に働
かなかったこと，統制活動の未成熟やコンプライアンス教育等の不徹底に
よるものであります。」とあり，内部統制に重要な不備があったとする。
（評価結果に関する事項）
　そして全社的内部統制および決算・財務報告プロセスの運用強化策とし
て，「⑴ 組織構造・業務分担の見直し」「⑵ 相互牽制力の強化」「⑶ 責任
者・責任部門を明確にした組織運営」「⑷ モニタリング能力の強化」「⑸ 情
報の伝達能力の強化」「⑹ リスク評価と対応能力の強化」「⑺ 企業風土の
改善と役職員のコンプライアンス意識の向上」「⑻ 会計上の見積りの客観
的な実施過程の確保」を記載している。（評価結果に関する事項）
　モニタリング，事前承認手続，内部牽制機能等のいずれも内部統制の目
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的を果たすうえで重要視されている。問題はこれらがどのようなプロセス
において不十分とされるのか，生じた内部統制の結果のみからでなく内部
統制のプロセスを示すべきであった。内部統制の本質はプロセスにあるか
らである。このことから，あげられている「決算・財務報告プロセスの運
用強化策」も内部統制の重要な不備として認識しているモニタリング，取
締役会への事前承認手続，取締役会による内部牽制機能等への関連が必ず
しも明らかでない。
　L 社：連結子会社××社において不適切な取引が行われていたが，これ
は「当社及び子会社の××に対してのモニタリングが不十分だったことに
より当該不適切な会計処理が行われ，かつその発見に遅れを生じさせたも
のであり，全社的な内部統制が有効に機能しなかったことによるものと認
識しております。」とされる。そして，この再発防止策として，「⑴ 業務
管理が可能な職制への人員派遣」「⑵ 業務協力及び連絡体制の構築」
「⑶ 検証体制の確保」「⑷ 監査深度の柔軟性確保」「⑸ 内部通報制度の周
知向上等のグループ内社員のコンプライアンス意識の向上」「⑹ 当社グ
ループとしての意識共有の機会確保」があげられている。（評価結果に関す
る事項）
　内部統制が十分に機能しなかったのはモニタリングが不十分であったこ
とによるとしているが，これもＩ社と同様に××社へのモニタリングが不
十分とされる連結子会社管理のプロセスを示すべきであった。再発防止策
が示されているがそれらはモニタリングの不十分さと必ずしも結びついて
いないきらいがる。
　M 社：原価付替えによる不適切な会計処理が多数発見され，この原因
は次のとおりとして，
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「①　全員へのコンプライアンス意識が周知・徹底していなかったこと。
　② 　関与している管理職の多くが同一部門における長期在籍者であるこ
と。
　③　内部通報制度が十分に浸透していなかったこと。
　④ 　受注登録後に受注明細の品目，数量，単価変更が頻繁に発生すると
いう当社のビジネス上の特性から，原価付替えに関する統制は発見的
統制に依拠していたが十分に機能していなかったこと。
　⑤ 　顧客に直送されている在庫のたな卸が十分に行われていなかったこ
と。」
などをあげ，開示すべき重要な不備に該当するとしている。（評価結果に関
する事項）
　不適切な会計処理の原因として，①および②の内部統制の人的要素，③
の補完的方法，④の発見的統制，⑤の直送品に対するユーザー・チェック
の不十分さがあげられている。企業の内部統制プロセスとしては，④は今
日の市場志向ないしユーザー志向の経済下ではかならずしも非経常的とは
いえず，これを受けてのコントロール手段を整備することが必要で，プロ
セスのなかのどの部分が不備であったのか，また⑤についてもユーザー・
チェックが機能しなかったプロセスの弱点が記載されることが望ましかっ
た。
　N 社：工事原価の未計上および工事原価の付け替えに関連して，有価
証券報告書，内部統制報告書，四半期報告書の訂正報告書を提出したが，
これは「取締役の業務執行を相互監視，監督すべき取締役会の機能が不十
分で統制環境に不備があったこと，工事原価の計上業務プロセスにおいて
担当部署と管理・経理部門の相互牽制，モニタリング等が不十分であった
こと等の統制手続の不備に起因する。」とし，内部統制は有効でないと判
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断したという。（評価結果に関する事項）
　訂正報告書を提出しなくてはならない程の重要な事実の発生は，取締役
会の機能が不十分とする統制環境の不十分さ，工事原価計上に関する担当
者間のチェックやモニタリングの体制など統制手続の不備等によるもの
で，内部統制は有効でなかったとしている。統制環境の不十分さに基づく
リスクの識別とそれの評価結果が及ぼす統制手続への影響などの記載に簡
明過ぎるきらいがあるけれども一応はプロセスに焦点を当てている。
　O 社：売上高の処理に関し不適切な会計処理があり，このために有価証
券報告書・四半期報告書の訂正報告をするにいたった。これは「取締役以
下の役職員のコンプライアンスを踏まえた業務処理に対する自覚が欠如し
ていたことに加えて，全社的な内部統制の重要な一部として取締役の業務
執行を相互監視，監督すべき取締役会の機能が不十分で統制環境に不備が
あったこと，一部の売上高及び外注費の計上プロセスにおいて担当部署と
管理・経理部門の相互牽制，モニタリング等が不十分であったこと等の統
制手続の不備に起因するものと認識（…中略…）。当社の数値の検証の不足
及び当社における仕掛品に関する報告書の不十分なモニタリングが要因で
あり，全社的な観点で評価する決算・財務報告プロセスに開示すべき重要
な不備があると判断」（評価結果に関する事項）したとされる。
　この記載は基本的にＮ社の記載のあり方に類似している。 2 社続いてい
るので，あえて付言すれば，統制環境が内部統制に含まれ，このことから
取締役会も内部統制の構成部分であるのかについて筆者は疑問を抱いてい
る。そのように理解する内部統制は経営管理とイコールと考えるのだろう
か。「業務の適正を確保するための体制」と取締役会の運営方法とどのよ
うに関係するとするのであろうか。いずれにしても，N 社と同じことが
プロセスの記載についてもいえよう。
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　P 社：当社従業員の不正取引が判明，この調査の結果により「過年度か
ら当社従業員が，特定の取引先との取引に際して商品の納入・販売の実体
が無いにも関わらず仕入・売上計上を行う不正取引を継続的に行っていた
ことが明らかになりました。（…中略…）。これらの事実は，役職員のコン
プライアンス意識が希薄であったこと，職務分離や相互牽制が十分に機能
していなかったこと及びモニタリングが不十分であったこと，並びに仕掛
品在庫の棚卸管理が不十分であったことによるものです。」とあり，この
ことから全社的内部統制および棚卸資産に係る業務プロセスに関する内部
統制に開示すべき重要な不備があったとする。また，再発防止策として，
「ア）コンプライアンス意識の徹底とコンプライアンス規定の新設」「イ）
定期的人事異動の実施」「ウ）営業部門より発注業務の分離と営業業務の
見直し」「エ）支払業務の厳格化」「オ）各種規定の見直しと実務運用の徹
底」「カ）内部通報制度の改善」「キ）内部監査体制の充実」「ク）取締役
会及び監査役会の更なる活性化」を講じているとされている。（評価結果に
関する事項）
　内部統制のプロセスに関する記載に重点があるにしても，不正取引の原
因事実に「役職員のコンプライアンス意識」があげられ，また，取締役及
び監査役の希薄な法令遵守意識をあげている。N 社と P 社とはこの点で
は同じような理解に立っている。また「内部通報制度」の内部統制への位
置づけなど，記載内容がコントロール・プロセスを確実に反映していると
はいえない。このために再発防止策も，例えば仕掛品在庫の棚卸資産に関
する業務プロセスの不備について十分な開示であるかに疑問が残る。
　Q 社：在外連結子会社××社において証憑の一部が保管されていないこ
とが判明したことから訂正報告書を提出，この事実を受け「開示すべき重
要な不備として当社の連結決算プロセスに関する統制と子会社に対するモ
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ニタリング統制の不備を特定しました。」とされている。（評価結果に関す
る事項）
　内部統制の開示すべき重要な不備として，Q 社の在外連結子会社に関連
した連結決算プロセスに関する統制，子会社に対するモニタリング統制と
があげられているけれども，内部統制に関する一般的なタイトルを示すの
みで重要な不備とする統制の内容が明らかにされていない。
　R 社：当社××部と××社との「取引の一部に実在性の無い取引が含ま
れていることが判明……（以下略）。」とあり，これは「不適切な取引が未
然防止あるいは発見できなかった点において，役職員のコンプライアンス
意識が希薄であったこと，装置ㇱステム部における受注承認や与信管理，
取引先の現況確認といった管理体制が十分に機能していなかったこと及び
モニタリングが不十分であったことによる……（以下略）……。」（評価結果
に関する事項）とされている。
　この記載も，内部統制実施の担い手として「役職員」をあげ，「取締役
及び監査役」の法令順守意識が希薄であったとされていることから，ガバ
ナンスとコントロールとが区別されていない。「統制環境」が内部統制の
環境でなく，内部統制の一部を構成しているとの理解をとっているようで
ある。これはすでに先の数社の内部統制報告書に見られた。統制環境は統
制活動の前提として理解され，環境リスクの識別・評価の結果を受けての
対応として統制活動が評価される必要があるのではないか。このことは，
受注承認や与信管理，取引先の現況確認についても，プロセスが内部統制
として重要であるにもかかわらず，その記載よりはプロセスの目標に焦点
が置かれるという理解にも結びつく。
　S 社：架空計上による利益の過大計上・過少計上，取締役の私財による
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取引先への債権代払い，棚卸資産の過大計上について調査委員会報告書が
公表されているが，これらは「全社的な内部統制の重要な一部として経営
者の業務執行を監督すべき取締役会の機能不全があり統制環境に不備があ
ること，また仕入割戻に係る業務プロセスにおける統制手続に不備がある
こと，併せて，全社的な観点で評価する決算・財務報告プロセスでは，た
な卸資産の評価に係る決算業務において十分な検討がなされなかったこ
と，及び企業風土やコンプライアンス意識における問題点がありました。」
（評価結果に関する事項）とされる。
　この内部統制報告書では，「全社的な内部統制の重要な一部として」の
取締役会の機能不全という「統制環境に不備」，「仕入割戻に係る業務プロ
セスにおける統制手続に不備」，決算・財務報告プロセスでの「たな卸資
産の評価に係る決算業務において十分な検討がなされなかったこと」，そ
してソフト・コントロールとして「企業風土やコンプライアンス意識」の
問題等を記載している。この報告書でも，統制環境の不備として内部統制
の不備を指摘する方式をとっている。統制環境が不備であっても，リスク
の識別・評価や統制活動によって統制環境の不備を十分に補完し，内部統
制の目標達成が確保されているときに，内部統制は不備であるとするので
あろうか。これらは内部統制のプロセスに対する認識が十分でないことに
よるのではないか。
　これまで，PCAOB の「統合報告書」「監査実施上の留意事項」の検討
に基づいて，我が国の「内部統制報告書」で内部統制に関し開示すべき重
要な不備があるとの記載があるものを検討してみたところ，開示すべき重
要な不備の記載のなかには，PCAOB が検査において内部統制監査担当の
監査法人の監査についての欠陥を摘出する視点と著しく相違する記載があ
ることが少なからず見られた。
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Ⅳ　まとめ──「統制環境」と内部統制
　内部統制の評価対象がそのプロセスに向けられているのだろうかとこれ
まで懸念していた。なぜなら，我が国での内部統制の理解は，目標の達成
に評価の焦点を置くのか，プロセスにおくのかについて必ずしも十分な究
明が行われてきていなかったと考えられるからである。そのような懸念を
抱いているところで，PCAOB による内部統制監査にたいする監査行政の
結果である「統合検査報告書」を通読した。このなかでは内部統制の手段
を意味するコントロールズに対する監査法人の監査が十分でないとされる
指摘が多かった。それにしても PCAOB はコントロールズに対して強い
関心をもって検査していることが知られた。
　次に内部統制の定義に目を向け，COSO の2013年版および企業会計審
議会内部統制基準においても，コントロールズと同じ理解を背景にして
「プロセスである」ことを明らかにしていることを認めた。そして内部統
制の評価の方法はその目標の達成度の評価に向けるべきか，あるいはプロ
セスをこそ重視すべきかを検討した。プロセスの評価がその客観性を高め
るうえで重要であることを述べた。
　次に我が国の「内部統制報告書」（平成25年 4 月～平成26年 3 月）での記載
事項を検討し，プロセスに向けられているかどうかを確かめた。その結果
は，少数の報告書でプロセスに向けた記載があったけれども，多くは内部
統制の目標を重視した記載のように理解された。この点では PCAOB の
監査行政の視点から我が国の内部統制報告書は大きく乖離していることが
認められた。なかには，一般に公正妥当と認められた企業会計の基準への
準拠に関係する記載もあり，内部統制への理解に疑問が持たれるような記
載もあったけれども，これは例外としてよいのではないかと考えられる。
　PCAOB における「統合検査報告書」の視点からする本稿での検討の視
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点に直接に結びついていないけれども，この「内部統制報告書」を読む過
程で，いくつかの報告書において，内部統制と「構成要素」との関係，と
くに「統制環境」との関係について問題意識を持たされた。とくにガバナ
ンスとの関係についてである。例えば，本来監督機能を果たすべき取締役
会がその機能を果たしておらず，統制環境に不備があり，このために内部
統制に不備があるとするのである。この記載の背景にある内部統制につい
ての理解では，統制環境が内部統制システムの一部分を構成するかのよう
に理解しているのではないかと考えられた。
　統制環境の語はかつて内部会計統制を補完するものとして AICPA の
「監査手続書」（SAS）に現れ，従来の内部統制の語に代えて「内部統制構
造」という概念を用いられたのは，従来の「監査手続書」を集大成して
「監査基準書」（SAS） とした前夜の1980年代末の頃ではなかったかと思う。
当時，内部統制システムと称するときは内部統制プロパー，すなわち財務
諸表の虚偽記載の発生を防止および発見をする内部会計統制のシステムを
指すように理解していた。内部統制がその環境に柔軟に適合し虚偽記載の
発生防止および発見をするアダプティブ・システムとなっているかを確か
めるには，統制環境の変化に配慮することも必要であるとしたのである。
　このように過去を遡って考えてくると，統制環境は内部統制の目標を果
たすうえでのコンポーネントのひとつとされることも，また，評価の基礎
としての客観的な資料の存在を前提とすることも理解される。COSO の
コンポーネントに企業会計審議会の「内部統制基準」では「基本的要素」
の語を当てて「内部統制の基本的要素とは，内部統制の目的を達成するた
めに必要とされる内部統制の構成部分を言い，内部統制の有効性の判断の
基準となる。」とされている。
　この解釈を示すものとしての企業会計審議会「財務報告に係る内部統制
の評価及び監査に関する実施基準」（以下では，単に「実施基準」という。）で
内部統制の評価（檜田）　357
は，「全社的な内部統制の形態は，企業のおかれた環境や事業の特性等に
よって様々であり，企業ごとに適した内部統制を整備及び運用することが
求められるが，各基本的要素ごとに，例えば，参考 1 （財務報告に係る全社
的な内部統制に関する評価項目の例）のような評価項目が考えられる。」（ 3 ．
財務報告に係る内部統制の評価の方法⑵①））とされている。
　この参考 1 において「統制環境」に関しあげられている評価項目のう
ち，内部統制報告書の記載に関連して多く見られる事項をあげると「取締
役会及び監査役又は監査委員会は，財務報告とその内部統制に関し経営者
を適切に監督・監視する責任を理解し，実行しているか。」「監査役又は監
査委員会は内部監査人及び監査人と適切な連携を図っているか。」（同 3 ，
⑺）のようである。これは評価対象項目についての評価の視点を示してい
ると理解してよいであろう。そして，次に「全社的な内部統制に不備があ
る場合でも，業務プロセスに係る内部統制が単独で有効に機能することも
あり得る。ただし，全社的な内部統制に不備があるという状況は，基本的
な内部統制の整備に不備があることを意味しており，全体としての内部統
制が有効に機能する可能性は限定されると考えられる。」（同 3 ，⑷①）と
されている。
　監査法人等が内部統制報告書の適正性や財務諸表の適正性について意見
を表明するにあたり，内部統制の信頼度の評価において「統制環境」を包
含して行っても，開示される財務諸表あるいは計算書類の虚偽記載への影
響からすれば，企業の外部からの財務諸表の信頼度について大きな意見の
相違は出てこないと考えられるであろう。会社法で内部統制と表現してい
ないけれども「業務の適正を確保するための体制」（法363条第 4 項第 6 号，
例えば会社法施行規則第100条）とガバナンスやリスク・マネジメント機能の
一部を包含するように定めている条項が，会社法制定の経緯から俗に内部
統制条項と称されてガバナンスやリスク・マネジメントを含めて一般に流
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布されているようにである。
　しかしながら，筆者は，先に本論纂において，ガバナンスと内部統制と
の関係について言及したことがある14）。そこでは，国際会計士連盟
（IFAC）および内部監査人協会（IIA）の見解を検討し，しかもそれらの見
解を追認するように IFAC 国際監査・保証基準審議会（IFAC. IAASB）は，
その「国際監査基準」（ISA　610）において内部監査がガバナンス，リス
ク・マネジメント，インターナル・コントロールの有効性を評価している
ことを条件に，外部監査人が内部監査機能の利用を決定してよいとした。
ここでは内部統制をガバナンスやリスク・マネジメントのそれぞれと概念
として分けて，企業においてとられている内部統制についての考え方とそ
れに基づく慣行を尊重する立場をとっている。外部監査人が内部監査機能
を利用しようとするにあたって，ガバナンスが不備であるからといってイ
ンターナル・コントロールが不備であるとの判断にならないはずとの理解
が前提にあるのではないかと考えていると理解してよいであろう。
　この問題は，「内部統制基準」や日本公認会計士協会監査基準委員会報
告書に対する内部統制報告書作成者の解釈のあり方もあるのであろう。し
かしながら，本稿でこの問題をより深く検討することは紙幅の制約を超え
ることになるので後日を期すことにしたい。
付記 　本稿の執筆にあたり，「独立監査人の監査報告書」「独立監査人の監査報告書
及び内部統制監査報告書」「内部統制報告書」を入手するため，一般社団法人
日本内部監査協会南部芳子氏のお手数を煩わした。ここに記して深く感謝申し
あげたい。
14）　拙稿，組織体の管理体制への展望─「ガバナンス」「リスク・マネジメント」
「インターナル・コントロール」に関連して─，商学論纂，第55巻第 4 号，
平成26年 3 月，399-431頁。
